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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成の異なる第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂とが交互に積層した多層シート
を製造するための多層シート製造装置であって、
　溶融した第１の熱可塑性樹脂と溶融した第２の熱可塑性樹脂とを異なる流路を介して、
それぞれ複数のスリット流路に導入させる樹脂導入ユニットと
　前記第１の熱可塑性樹脂を搬送するための複数のスリット流路と、前記第２の熱可塑性
樹脂を搬送するための複数のスリット流路とを有し、前者のスリット流路と後者のスリッ
ト流路が交互に積層して配置されているスリットユニットと、
　前記スリットユニットから導入された第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂を、積
層させた状態で合流させ、流路の幅方向に拡張させて導出する樹脂拡張ユニットと、
　前記樹脂拡張ユニットから導入された樹脂を多層シートとして押し出すＴダイとを備え
、
　前記スリットユニットのスリット流路数が合計９～１５０であり、
　前記スリットユニットの樹脂導入口における各スリット流路の高さが０．５～１０ｍｍ
であり、
　前記スリットユニットの後部に、各スリット流路の高さと幅と長さが同一で、長さが３
０～７０ｍｍであるスリット流路が積層された並列部を有すること
　を特徴とする多層シート製造装置。
【請求項２】
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　前記スリットユニットの各スリット流路の長さが５０～１５０ｍｍである請求項１に記
載の多層シート製造装置。
【請求項３】
　前記樹脂拡張ユニットにおいて、樹脂導入部の開口部の断面積に対する樹脂導出部の開
口部の断面積の比率が、０．３０～０．８５である請求項１または請求項２に記載の多層
シート製造装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の多層シート製造装置を使用する多層シートの製造
方法。
【請求項５】
　前記多層シートが、構造粘性の高い２種類の熱可塑性樹脂が交互に少なくとも９層積層
された多層シートである請求項４に記載の多層シートの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱可塑性樹脂からなる多層シートの製造装置と製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、高分子シートまたはフィルムの高機能化を目指して、様々な複合材料が検討され
ている。複合化のための代表的な方法として、高分子同士のアロイ化がある。しかし、ア
ロイ化では均一に分散させるためには、高分子同士の相溶性や分散技術など、検討するべ
き課題も多い。また、樹脂種の組み合わせによっては、事前にコンパウンドを形成する工
程が必要になり、コストアップにも繋がる。
【０００３】
　別の複合化の方法として、複数の材料を多層積層させることで高機能性を付与する方法
がある。この場合、異なる材料を積層するにあたって、多層シート材料の各層の厚さ分布
を精度よく制御することが重要なポイントとなる。例えば、光学用途に使用される多層フ
ィルムでは、厚さ分布の均一性がその多層フィルムの光学的特性を決定する。つまり、多
層シートの機能性は各層の厚さ精度に大きく依存する。
【０００４】
　多層シートを製造する方法として、複数のマニホールドから樹脂を押出し、一旦、少な
い層数（２～３）の積層体を作り、その積層体をスリットに通し、幅方向に分割し、その
後それらを再び積層させることによって、多層の積層体を作り出す方法がある。しかし、
このような方法であると、各層を積層後の樹脂流路が複雑になるため、積層する樹脂の溶
融粘度や親和性などの特性が異なると、シート幅方向ならびにシート流れ方向での各層の
厚さムラやシートの外観不良などの問題が生じ易い。このため、実際に使用できる樹脂の
組み合わせは限られたものになり、狙った特性を引き出すことが難しくなる。
【０００５】
　多層シートの各層の厚さムラを改善するために、マニホールドの構造の検討や多層スリ
ットの構造の検討などが行われている（例えば、特許文献１～３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００９―５６７９７
【特許文献２】特開２００８―２７３１８６
【特許文献３】特開２００６－１５９５３７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　これらの文献に記載された方法によれば、使用する熱可塑性樹脂（以下、単に「樹脂」
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ということもある。）がポリエステル系樹脂やポリカーボネート系樹脂等の比較的構造粘
性の低い樹脂であれば、均一な層厚さとなる可能性を有している。しかし、ポリスチレン
系樹脂やＡＢＳ樹脂といった比較的構造粘性の高い樹脂を使用すると、メルトフラクチャ
ー等が発生し易くなるため、均一な厚さの層構成とすることが困難となる。
【０００８】
　本発明は、構造粘性の高い熱可塑性樹脂を使用した場合であっても、メルトフラクチャ
ー等の外観不良が少なく、各層の厚さの均一性に優れた多層シートを製造する製造装置お
よび製造方法を提供することを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者等は、上記課題を解決するために、検討を進めた結果、特に、多層シート製造
装置を構成するスリットユニットの後部に、特定構造の並列部を設けること等によって、
比較的溶融粘度の高い樹脂であっても、樹脂層の流動の乱れを抑えて、精度の高い多層構
造を形成させることが可能となることを見出して、本発明に到達したものである。すなわ
ち、本発明は、以下のような構成を有するものである。
【００１０】
（１）本発明の多層シート製造装置は、組成の異なる第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑
性樹脂とが交互に積層した多層シートを製造するための多層シート製造装置であって、溶
融した第１の熱可塑性樹脂と溶融した第２の熱可塑性樹脂とを異なる流路を介して、それ
ぞれ複数のスリット流路に導入させる樹脂導入ユニットと前記第１の熱可塑性樹脂を搬送
するための複数のスリット流路と、前記第２の熱可塑性樹脂を搬送するための複数のスリ
ット流路とを有し、前者のスリット流路と後者のスリット流路が交互に積層して配置され
ているスリットユニットと、前記スリットユニットから導入された第１の熱可塑性樹脂と
第２の熱可塑性樹脂を、積層させた状態で合流させ、流路の幅方向に拡張させて導出する
樹脂拡張ユニットと、前記樹脂拡張ユニットから導入された樹脂を多層シートとして押し
出すＴダイとを備え、前記スリットユニットのスリット流路数が合計９～１５０であり、
前記スリットユニットの樹脂導入口における各スリット流路の高さが０．５～１０ｍｍで
あり、前記スリットユニットの後部に、各スリット流路の高さと幅と長さが同一で、長さ
が３０～７０ｍｍであるスリット流路が積層された並列部を有することを特徴としている
。
【００１１】
（２）また、前記スリットユニットの各スリット流路の長さが５０～１５０ｍｍである前
記１に記載の多層シート製造装置である。
【００１２】
（３）また、前記樹脂拡張ユニットにおいて、樹脂導入部の開口部の断面積に対する樹脂
導出部の開口部の断面積の比率が、０．３０～０．８５である前記１または前記２に記載
の多層シート製造装置である。
【００１４】
（４）本発明の多層シートの製造方法は、前記１～前記３のいずれか１項に記載の多層シ
ート製造装置を使用する製造方法である。
【００１５】
（５）また、前記多層シートが、構造粘性の高い２種類の熱可塑性樹脂が交互に少なくと
も９層積層された多層シートである前記４に記載の多層シートの製造方法である。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の製造装置および製造方法は、構造粘性の高い熱可塑性樹脂を使用した場合であ
っても、メルトフラクチャー等の外観不良が少なく、各層の厚さの均一性に優れた多層シ
ートを製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
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【図１】本実施形態に係る多層シート製造装置の模式的概要図である。図１（ａ）は平面
図であり、図１（ｂ）は断面図である。
【図２】本実施形態に係る多層シート製造装置のスリットユニットの模式的概要図である
。図２（ａ）は平面図であり、図２（ｂ）は（ａ）のＸ部分の拡大斜視図である。
【図３】本実施形態に係る多層シート製造装置の樹脂拡張ユニットの模式的概要図である
。図３（ａ）は平面図であり、図３（ｂ）は（ａ）のＹ部分の拡大斜視図である。
【図４】本発明の実施例に係る多層シートの拡大断面図である。
【図５】本発明の比較例に係る多層シートの拡大断面図である。
【図６】本発明の比較例に係る多層シートの外観平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に、本発明の実施形態について詳細に述べるが、本発明は、以下の実施形態に限定
されるものではない。
【００１９】
［多層シート製造装置］
　本実施形態の多層シート製造装置は、組成の異なる第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑
性樹脂とが交互に積層した多層シートを製造するための多層シート製造装置である。
　図１は、本実施形態に係る多層シート製造装置１の模式的概要図である。図１（ａ）は
平面図であり、図１（ｂ）は断面図である。本実施形態に係る多層シート製造装置１は、
その構成ユニットとして、樹脂導入ユニット２、スリットユニット３、樹脂拡張ユニット
４およびＴダイ５とを備えている。
　以下、これらの構成ユニットについて、順次説明する。
【００２０】
（樹脂導入ユニット２）
　樹脂導入ユニット２は、溶融した第１の熱可塑性樹脂と溶融した第２の熱可塑性樹脂と
を異なる流路を介して、それぞれ複数のスリット流路に導入させるためのユニットである
。マニホールドとも表現される。樹脂導入ユニット２は、第１の熱可塑性樹脂に係る樹脂
流路７Ａと第２の熱可塑性樹脂に係る樹脂流路７Ｂの２つの樹脂流路を有している（図１
参照）。
【００２１】
　第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂はそれぞれ、多層シート製造装置１の外部に
存在する押出機等の加熱装置（不図示）によって、溶融混練された後、多層シート製造装
置１に供給される。
【００２２】
　第１の熱可塑性樹脂は、溶融した状態で、樹脂取り入れ口６Ａに供給される。その後、
第１の熱可塑性樹脂は、樹脂流路７Ａ内を通過して、複数の流路に均等に分流され、次の
スリットユニット３の中の第１の熱可塑性樹脂に係る複数のスリット流路８Ａに導かれて
いく。
【００２３】
　同様に、第２の熱可塑性樹脂は、溶融した状態で、樹脂取り入れ口６Ｂに供給される。
その後、第２の熱可塑性樹脂は、樹脂流路７Ｂ内を通過して、複数の流路に均等に分流さ
れ、次のスリットユニット３の中の第２の熱可塑性樹脂に係る複数のスリット流路８Ｂに
導かれていく。
【００２４】
　すなわち、樹脂導入ユニット２内には、２種の溶融した熱可塑性樹脂の流れをそれぞれ
、複数の流路に均等に分流させて、次のスリットユニット３中のスリット流路８Ａ、８Ｂ
に導入させるための２組の樹脂流路７Ａ、７Ｂが設置されている。樹脂導入ユニット２内
には、所定の温度に制御できるようにヒータや冷却管が敷設されている。
【００２５】
（スリットユニット３）
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　スリットユニット３は、第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂とをそれぞれ、交互
に重なった複数の異なるスリット流路８Ａ、８Ｂ内を搬送させて、次の樹脂拡張ユニット
４において円滑に交互に合流できるように、溶融樹脂の流れを制御するユニットである。
【００２６】
　スリットユニット３は、第１の熱可塑性樹脂を搬送するための複数のスリット流路８Ａ
と、第２の熱可塑性樹脂を搬送するための複数のスリット流路８Ｂとを有している。そし
て、前者の第１の熱可塑性樹脂を搬送するための複数のスリット流路８Ａと後者の第２の
熱可塑性樹脂を搬送するための複数のスリット流路８Ｂは、交互に積層して配置されてい
る。また、第１の熱可塑性樹脂を搬送するためのスリット流路８Ａと、第２の熱可塑性樹
脂を搬送するためのスリット流路８Ｂとは、図１（ａ）の平面図で見た際に、互いにほぼ
対称となるようにスリット流路が形成されている。このことによって、スリット流路８Ａ
とスリット流路８Ｂを流れる２種の熱可塑性樹脂間に熱的・流体的な履歴に大きな差異が
生じないようにしている。尚、スリットユニット３内には、所定の温度に制御できるよう
にヒータや冷却管が敷設されている。
【００２７】
　図２は、本実施形態に係る多層シート製造装置１のスリットユニット３の模式的概要図
である。図２（ａ）は平面図であり、図２（ｂ）は図２（ａ）のＸ部分の拡大斜視図であ
る。図２において、スリット流路８Ａ、８Ｂは、第１の熱可塑性樹脂を搬送するためのス
リット流路８Ａと第２の熱可塑性樹脂を搬送するためのスリット流路８Ｂとが互いにほと
んど重なっていない部分と、互いに重なっている並列部９とに分けることができる。
【００２８】
　スリットユニット３のスリット流路数は、合計９～１５０である。スリット流路数は、
合計１５～１２０であることがより好ましい。ここで、スリット流路数は、第１の熱可塑
性樹脂を搬送するためのスリット流路８Ａの数と第２の熱可塑性樹脂を搬送するためのス
リット流路８Ｂの数との合計の数をいう。スリット流路数が合計９未満では、一般的に知
られているフィードブロックやマルチマニホールドといった設備を用いて多層積層する方
法に比べて設備が大型化し、複雑となり多層積層させる装置として好ましくない。またス
リット流路数が合計１５０を超えると、多層シートでの各層厚さが均一に保てない。
【００２９】
　スリットユニット３の各樹脂に対応する樹脂導入口１０Ａ、１０Ｂにおける各スリット
流路の高さＨａ、Ｈｂはいずれも、０．５～１０ｍｍである。０．８～５ｍｍであること
がより好ましい。スリット流路の高さＨが０．５ｍｍ未満であると、樹脂押出時の圧力損
失が大きくなり、押出機にかかる樹脂圧力が高くなり、シート化に適さない。また、スリ
ット流路の高さＨが１０ｍｍを超えると、スリットユニット３が大型化し、多層シートで
の各層厚さが均一に保てない。尚、第１の熱可塑性樹脂の樹脂導入口１０Ａにおける複数
のスリット流路の高さＨａと第２の熱可塑性樹脂の樹脂導入口１０Ｂにおける複数のスリ
ット流路の高さＨｂは、通常、同一である。
【００３０】
　スリットユニット３における各スリット流路の長さＬ１は、５０～１５０ｍｍであるこ
とが好ましく、７０～１２０ｍｍであることがより好ましい。ここで、スリット流路の長
さＬ１とは、スリットユニット３の樹脂導入口１０Ａ、１０Ｂの辺と樹脂導出口１１の辺
間の最短距離を意味する。スリット流路の長さＬ１が５０ｍｍより短いと、スリット流路
を通過後、各層が合流した際、各層同士の層界面が不明瞭となり、多層シートでの各層厚
さが均一に保てなくなるおそれがある。また、スリット流路の長さＬ１が１５０ｍｍより
長いと、樹脂押出時の圧力損失が大きくなり、押出機にかかる樹脂圧力が高くなって、多
層シート化ができなくなるおそれがある。
【００３１】
　スリットユニット３における各スリット流路の幅は、多層シートの製造の容易性の観点
から、１０～６０ｍｍであることが好ましく、２０～５０ｍｍであることがより好ましい
。
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【００３２】
　スリットユニット３の並列部９は、スリットユニット３の後部に存在し、第１の熱可塑
性樹脂と第２の熱可塑性樹脂に係るそれぞれ複数のスリット流路８Ａ、８Ｂが並列に積層
した構造を有している。並列部９においては、各スリット流路８Ａ、８Ｂの高さと幅と長
さが同一である。すなわち、並列部９は、平面図で見ると矩形をしている（図面２（ａ）
参照）。
【００３３】
　並列部９におけるスリット流路の長さＬ２は３０～７０ｍｍである。４０～６０ｍｍで
あることがより好ましい。ここで、並列部９におけるスリット流路の長さＬ２とは、並列
部９の樹脂導入口の辺と樹脂導出口１１の辺間の最短距離を意味する。並列部９における
スリット流路の長さＬ２が３０ｍｍよりも短いと、各層合流直後の層界面が安定せず、多
層シートでの各層厚さが均一に保てない。また、並列部９におけるスリット流路の長さＬ
２が７０ｍｍよりも長いと、樹脂押出時の圧力損失が大きくなり、押出機にかかる樹脂圧
力が高くなりシート化に適さない。また、並列部９における各スリット流路の高さは０．
５～１０ｍｍであることが好ましい。並列部９における各スリット流路の幅は１０～６０
ｍｍであることが好ましい。
【００３４】
　スリットユニット３の並列部９において、各スリット流路８Ａ、８Ｂを仕切る隔壁（金
属板）の厚さは、０．５～１０ｍｍであることが好ましく、０．８～５ｍｍであることが
より好ましい。各スリット流路８Ａ、８Ｂを仕切る隔壁の厚さが０．５ｍｍ未満では、樹
脂押出時の圧力に金属板が耐えきれず変形してしまい、均一な層構成比率が得られなくな
るおそれがある。また、隔壁の厚さが１０ｍｍを超えると、スリットユニット３が大型化
し、シート化する際に圧縮割合が大きくなり、多層シートでの各層厚さが均一に保てなく
なるおそれがある。
【００３５】
　スリットユニット３の後部に、並列部９を設けることによって、溶融した各樹脂は、並
列部９内を直線状に定常的に流れることとなり、並列部９に至るまでに外部から与えられ
、内部に蓄積された溶融流体としての歪みからある程度開放されるものと推定している。
その結果、その後、下記の樹脂拡張部４の導入部において、２種類の溶融した樹脂が積層
されて合流するときにおいても、歪みが少ない状態で合体することとなり、界面の乱れや
メルトフラクチャー等の歪みが生じにくいものとなる。この効果は、ポリスチレン樹脂や
ＡＢＳ樹脂といった溶融時の粘度が高く、比較的構造粘性の高い樹脂を使用したときに、
より顕著に有効に働くものである。
【００３６】
（樹脂拡張ユニット４）
　樹脂拡張ユニット４は、スリットユニット３から導入された第１の熱可塑性樹脂と第２
の熱可塑性樹脂を、積層させた状態で合流させ、流路の幅方向に拡張させて導出するユニ
ットである。スリットユニット３の積層された複数のスリット流路８Ａ、８Ｂを通過して
きた各熱可塑性樹脂は、樹脂拡張ユニット４の入口で、各スリット流路８Ａ、８Ｂを仕切
る隔壁がなくなるために、互いに合流することとなる。
【００３７】
　図３は、本実施形態に係る多層シート製造装置１の樹脂拡張ユニット４の模式的概要図
である。図３（ａ）は平面図であり、図３（ｂ）は拡大斜視図である。スリットユニット
３から導入された２種の熱可塑性樹脂は、樹脂拡張ユニット４の樹脂導入部１３で合流し
て一体となった後に、樹脂流路１２を通過していく間に、スリット状の流路の幅方向に伸
ばされ、スリット状の流路の高さ方向に圧縮されていく。すなわち、樹脂拡張ユニット４
において、次のＴダイ５において積層シートを押し出す前段階として、所望の幅および厚
さの積層シートへと成形される。尚、樹脂拡張ユニット４内には、所定の温度に制御でき
るようにヒータや冷却管が敷設されている。
【００３８】
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　樹脂拡張ユニット４の樹脂導入部１３の開口部の断面積に対する樹脂導出部１４の開口
部の断面積の比率は、０．３０～０．８５であることが好ましい。０．３５～０．８０で
あることがより好ましい。このような開口部の断面積の比率のときに、樹脂圧力が適度に
高められて、各層の厚さの均一性を高めることが可能となる。比率が０．３０よりも小さ
いと、樹脂押出時の圧力損失が大きくなり、押出機にかかる樹脂圧力が高くなるおそれが
ある。また、比率が０．８５を超えてしまうと、樹脂流路１２において流路を圧縮する割
合が小さくなり、樹脂の流れを制御することが不十分となり、多層シートでの各層厚さが
均一に保てなくなるおそれがある。
【００３９】
　樹脂拡張ユニット４の樹脂流路１２の形状は、流路幅が直線状に拡大する形状となって
いることが好ましい。すなわち、樹脂流路１２の平面図では、左右対称の台形となってい
ることが好ましい（図３（ａ）参照）。台形の左右の辺は、内側に湾曲した曲線であった
り、外側に湾曲した曲線であったりするよりも、直線であることが好ましい。台形の左右
の辺が直線であるときに、中を流れる溶融した樹脂に対して歪みを与えることが少なく、
メルトフラクチャー等の流動の歪みが生じることが少なくなるからである。
【００４０】
（Ｔダイ５）
　Ｔダイ５は、樹脂拡張ユニット４から導入された樹脂を多層シートとして押し出すもの
である。樹脂拡張ユニット４において、所定の幅および厚さに成形された溶融した積層樹
脂シートは、Ｔダイ５において、精度を高めた多層シートとなって、押し出される。Ｔダ
イ５内には、所定の温度に制御できるようにヒータや冷却管が敷設されている。Ｔダイ５
としては公知のものを用いることができる。
【００４１】
　Ｔダイ５から押し出された溶融した多層シートは、その後、必要に応じて、延伸工程や
冷却工程等を経て、多層シートとして巻き取られることとなる。
【００４２】
（熱可塑性樹脂）
　本実施形態において、第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂とは、組成が異なって
いる。ここで、組成が異なるとは、第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂の化学構造
が異なっていたり、結合の仕方（分岐構造、連鎖の順番、立体構造等）が異なっていたり
、モルフォロジーが異なっていたり、溶融粘度が異なっていたりする場合を含んでいる。
【００４３】
　本実施形態の第１の熱可塑性樹脂および第２の熱可塑性樹脂はそれぞれ、ポリオレフィ
ン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ＡＢＳ樹脂、ＡＳ樹脂、ポリカー
ボネート樹脂およびエチレン－ビニルアルコール共重合樹脂から選択されたいずれか１種
であるか、または２種以上の混合物であることが好ましい。これらの樹脂はいずれも、公
知の製造方法により製造されたものを使用でき、その製造方法に限定されるものではなく
、市販の樹脂を使用することができる。また、いずれも透明な樹脂を用いると、特異な光
学的特性を発揮させることができる。
【００４４】
　ポリオレフィン系樹脂としては、具体的には、高密度ポリエチレン、低密度ポリエチレ
ン、直鎖状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン系樹脂、ポリ－１－ブテン等の脂肪族オ
レフィン化合物の単独重合体及びこれらの共重合体が挙げられる。共重合体としては、エ
チレン－プロピレン共重合体、エチレン－１－ブテン共重合体、エチレン－メチルペンテ
ン共重合体等が挙げられる。尚、ポリプロピレン系樹脂とは、ポリプロピレンのホモポリ
マー及びプロピレンユニットを５０モル％以上含有するポリオレフィン共重合体を含む。
【００４５】
　ポリエステル系樹脂としては、芳香族または脂肪族多官能カルボン酸と多官能グリコー
ルより得られるポリエステル樹脂以外に、ヒドロキシカルボン酸系のポリエステル樹脂も
使用可能である。前者の具体例としては、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテ
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レフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンナフタレート、ポリエチレンア
ジペート、ポリブチレンアジペートおよびこれらのその他の共重合体が挙げられる。共重
合体としては、ポリアルキレングリコール、ポリカプロラクトンなどを共重合したポリエ
ステル樹脂などが挙げられる。後者の具体例としては、ポリ乳酸、ポリグリコール酸、ポ
リカプロラクトンなどが挙げられる。前者と後者の共重合体や混合物（ブレンド）も使用
可能である。
【００４６】
　ポリスチレン系樹脂としては、スチレンのホモポリマーであるＧＰポリスチレン、ポリ
ブタジエンにスチレンがグラフト共重合したハイインパクトポリスチレン（以下、ＨＩＰ
Ｓと略す。）、ポリスチレンとポリブタジエンのジブロック及びトリブロック共重合体、
メチルメタクリレート－ブタジエン－スチレン共重合体等が挙げられる。これらの中では
、ＧＰポリスチレン及びＨＩＰＳをそれぞれ第１の熱可塑性樹脂及び第２の熱可塑性樹脂
として使用するのが好ましい。
【００４７】
　ＡＢＳ樹脂は、シアン化ビニル単量体－ジエン系ゴム－芳香族ビニル単量体の３元共重
合体を主成分とするものである。代表的な樹脂としては、アクリロニトリル－ブタジエン
－スチレンの３元共重合体を主成分とする樹脂又は樹脂組成物がある。その具体例として
は、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン３元共重合体、アクリロニトリル－ブタジ
エン－スチレン３元共重合体とアクリロニトリル－スチレン２元共重合体の混合物が挙げ
られる。
【００４８】
　ＡＳ樹脂は、シアン化ビニル単量体－芳香族ビニル単量体の２元共重合体を主成分とす
るものである。代表的な樹脂としては、アクリロニトリル－スチレンの２元共重合体があ
る。ＡＢＳ樹脂とＡＳ樹脂の中では、ＡＢＳ樹脂同士またはＡＢＳ樹脂とＡＳ樹脂をそれ
ぞれ第１の熱可塑性樹脂及び第２の熱可塑性樹脂として使用するのが好ましい。
【００４９】
　ポリカーボネート樹脂は、ジヒドロキシ化合物単位をカーボネート基で重合した構造を
有している。ジヒドロキシ化合物としては、芳香族ジヒドロキシ化合物が好ましく、特に
、２つの芳香族ジヒドロキシ化合物がある種の結合基を介して結合した芳香族ジヒドロキ
シ化合物（ビスフェノール）が好ましい。公知の製造方法により製造されたものを使用で
き、その製造方法に限定されるものではなく、市販の樹脂を使用することができる。
【００５０】
　エチレン－ビニルアルコール共重合樹脂は、エチレンとビニルアルコールとの共重合体
である。高いガスバリア性を有しているため、多層シートの一方の層を構成することによ
って、多層シートにガスバリア性を付与することができる。
【００５１】
　本実施形態において、構造粘性の高い樹脂とは、多層シート製造時の温度において、剪
断速度が３０～５００（１／ｓ）のときに、溶融粘度が５００～５０００（Ｐａ・ｓ）で
あるものをいう。一方、構造粘性の低い樹脂とは、多層シート製造時の温度において、剪
断速度が３０～５００（１／ｓ）のときに、溶融粘度が１０（Ｐａ・ｓ）以上で５００（
Ｐａ・ｓ）未満であるものをいう。上記の各種樹脂の中では、ポリスチレン系樹脂、ＡＢ
S樹脂、ＡＳ樹脂などの非晶性樹脂が、構造粘性の高い樹脂に相当する。
【００５２】
　以上説明してきたように、本実施形態の製造装置は、スリットユニット３の後部に、ス
リット流路が積層された並列部９を有していること、２種の熱可塑性樹脂を、積層させた
状態で合流させ、流路の幅方向に拡張させて導出する樹脂拡張ユニット４を有しているこ
と、等の理由から、構造粘性の高い樹脂を使用した場合であっても、多層シートの製造時
において、溶融樹脂の乱れの発生が極力小さく抑制され、メルトフラクチャー等の外観不
良の少ない多層シートを製造することができる。
　本実施形態の製造装置を使用することによって、メルトフラクチャー等の外観不良が少
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なく、各層の厚さの均一性に優れた多層シートを製造することができる。特に、構造粘性
の高い２種類の熱可塑性樹脂が交互に少なくとも９層積層された多層シート等を製造する
ことができる。
　そして、各層の厚さの均一性に優れた多層シートであれば、光学的性能において精度が
向上し、熱的性質や機械的性質において性能のばらつきを減少させることができる。
【実施例】
【００５３】
　以下、本発明を実施例および比較例により具体的に説明するが、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００５４】
（実施例１）
　第１の熱可塑性樹脂としてＨＩＰＳ（東洋スチレン社製、「Ｈ８５０」）を用い、第２
の熱可塑性樹脂としてＧＰポリスチレン（東洋スチレン社製、「Ｇ２００Ｃ」）を用いて
、それぞれ別々のφ４０ｍｍの単軸押出機で溶融混練し２４０℃の溶融状態とし、これら
の溶融樹脂を図１に示す樹脂導入ユニット２の樹脂取り入れ口６から導入した。その後、
スリットユニット３、樹脂拡張ユニット４を経て、Ｔダイ５から押し出して、多層シート
化した。その後、８０℃に温調したロールで冷却固化させることで１６層構成の多層シー
トを作製した。得られた多層シートの平均厚みは２００μｍであり、第１の熱可塑性樹脂
層の平均厚みは１２．５μｍ、第２の熱可塑性樹脂層の平均厚みは１２．５μｍであった
。
【００５５】
　尚、スリットユニット３のスリット流路数は、第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹
脂の流路数がそれぞれ８の合計１６のものを用いた。スリットユニット３の構造は、各ス
リット流路の高さ４ｍｍ、各スリット流路の幅２０ｍｍ、並列部９において各スリット流
路の隔壁の厚さ２ｍｍ、各スリット流路の長さ（Ｌ１）８０ｍｍ、並列部９における各ス
リット流路の長さ（Ｌ２）４０ｍｍ、樹脂拡張ユニット４の樹脂導入部の開口部の断面積
に対する樹脂導出部の開口部の断面積の比率（開口部断面積比）０．７８とした。また、
並列部における各スリット流路の高さは４ｍｍ、並列部における各スリット流路の幅は２
０ｍｍとした。
【００５６】
（実施例２）
　第１の熱可塑性樹脂としてＡＢＳ樹脂（電気化学工業社製、「ＳＥ－１０」）、第２の
熱可塑性樹脂としてＡＳ樹脂（電気化学工業社製、「ＧＲ－ＡＴＲ」）を用いた以外は、
実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００５７】
（実施例３）
　第１の熱可塑性樹脂としてＰＥＴ樹脂（東レ社製、「Ｆ２０Ｓ」）、第２の熱可塑性樹
脂としてＰＣ樹脂（帝人化成社製、パンライト（登録商標）「Ｌ―１２２５」）を用い、
樹脂温度を２８０℃とした以外は、実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００５８】
（実施例４）
　スリットユニット３のスリット流路数を１５０、スリット流路の高さを１ｍｍ、スリッ
ト流路の隔壁の厚さを１ｍｍ、スリット流路の長さを１１０ｍｍ、樹脂拡張ユニット４の
開口部断面積比を０．３５とした以外は、実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００５９】
（実施例５）
　スリットユニット３のスリット流路数を９とした以外は、実施例１と同様にして多層シ
ートを作製した。このとき、第１の熱可塑性樹脂であるＨＩＰＳのスリット流路数を５と
した。
【００６０】
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（実施例６）
　スリットユニット３の各スリット流路の高さを０．５ｍｍ、各スリット流路の隔壁の厚
さを１ｍｍ、各スリット流路の長さを１１０ｍｍとした以外は、実施例１と同様にして多
層シートを作製した。
【００６１】
（実施例７）
　スリットユニット３の各スリット流路の高さを９ｍｍ、樹脂拡張ユニット４の開口部断
面積比を０．６８とした以外は、実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００６２】
（実施例８）
　スリットユニット３の各スリット流路の長さを１２０ｍｍ、並列部９における各スリッ
ト流路の長さを７０ｍｍとした以外は、実施例１と同様にして多層積層シートを作製した
。
【００６３】
（実施例９）
　スリットユニット３の並列部９における各スリット流路の長さを３０ｍｍとした以外は
、実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００６４】
（比較例１、比較例２）
　スリットユニット３の各スリット流路の高さを０．４ｍｍまたは１１ｍｍとした以外は
、実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００６５】
（比較例３）
　スリットユニット３の並列部９における各スリット流路の長さを１０ｍｍとした以外は
、実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００６６】
（比較例４）
　スリットユニット３の各スリット流路の長さを１５０ｍｍ、並列部９における各スリッ
ト流路の長さを８０ｍｍとした以外は、実施例１と同様にして多層シートを作製した。
【００６７】
（比較例５）
　スリットユニット３のスリット流路数を１７０、各スリット流路の高さを１ｍｍ、各ス
リット流路の隔壁の厚さを１ｍｍ、各スリット流路の長さを１１０ｍｍ、樹脂拡張ユニッ
ト４の開口部断面積比を０．３５とした以外は、実施例１と同様にして多層シートを作製
した。
【００６８】
（多層シートの特性の評価方法）
　各実施例および比較例で製膜した多層シートについて、以下の特性の評価を行った。
１．多層シートの外観
　製膜した多層シート表面の外観不良（メルトフラクチャーや鮫肌模様）の有無を目視で
確認した。製膜した多層シート１０ｍを抜き出し、表面に外観不良が発生していなければ
良好（○）、発生していれば不良（×）とした。
　図６は、本発明の比較例１に係る多層シートの外観平面図である。メルトフラクチャー
が発生して、木目状の模様が生じており、外観不良となるものである。
【００６９】
２．多層シートの厚さと層間厚さのばらつき
　成形した多層シートの幅方向に均等な間隔で５箇所から、２０ｍｍ四方の切片を切り出
した。層構成を判断できるように端面を平滑にした後、レーザー顕微鏡（KEYENCE社製：
ＶＫ－８５１０）でシート端面の厚さを測定した。厚さ測定は、任意の１０層、または層
数が１０層未満の場合は全層の厚さの測定を行ない、その算術平均値を求めた。同様な方
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法により求めた計５箇所の算術平均値より、変動係数（（標準偏差÷算術平均値）×１０
０）（％）を求め、厚さのばらつきを評価した。なお、評価は以下の判断に従った。
　○：変動係数が２０％未満
　△：変動係数が２０％以上２５％未満、
　×：変動係数が２５％以上
【００７０】
　実施例と比較例で作製した多層シートの樹脂構成、製造条件、評価結果を表１に示した
。また、シート成形時樹脂温度（２４０℃）において剪断速度が５０（１／ｓ）のときの
各熱可塑性樹脂の溶融粘度の測定値も合わせて示した。
【００７１】
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【表１】

【００７２】
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　表１の結果から分かるように、本発明の構成を満足する実施例１～９の多層シートは、
多層シートの外観と厚さばらつきにおいて、優れた性能を有したものであった。但し、実
施例４、実施例７、実施例９は、スリット流路数の多さや各スリット流路の高さ、並列部
における各スリット流路の長さ等に起因して、厚さばらつきが若干存在していた。尚、実
施例１～２、実施例４～９の多層シートは、構造粘性の高い２種類の熱可塑性樹脂が交互
に少なくとも９層積層された多層シートである。
【００７３】
　図４は、本発明の実施例１に係る多層シートの拡大断面図である。図４（ａ）～（ｅ）
は多層シートの幅方向に均等な間隔で５箇所から得られた多層シートの断面写真である。
いずれも層の厚さの乱れの少ない、厚さの均一性に優れたものとなっている。図４（ｆ）
は多層シートの幅方向の断面の模式図であるが、幅方向での層の厚さ乱れの少ない、厚さ
の均一性に優れたものとなっている。
【００７４】
　比較例１は、各スリット流路の高さが本発明よりも小さいために、樹脂圧力上昇のため
に多層シートの作製が困難であった。比較例２は、各スリット流路の高さが本発明よりも
高いために、層間の厚さばらつきが大きなものとなった。比較例３は、並列部における各
スリット流路の長さが本発明よりも小さいために、層間の厚さばらつきが大きなものとな
った。比較例４は、並列部における各スリット流路の長さが本発明よりも大きいために、
樹脂圧力上昇のために多層シートの作製が困難であった。比較例５は、スリット流路数が
合計１７０と本発明よりも多いものであり、層間の厚さばらつきが大きなものとなった。
【００７５】
　図５は、本発明の比較例２に係る多層シートの拡大断面図である。図５（ａ）～（ｅ）
は多層シートの幅方向に均等な間隔で５箇所から得られた多層シートの断面写真である。
厚さ方向や幅方向で層の厚さの乱れが生じており、厚さの均一性に劣るものとなっている
。図５（ｆ）は多層シートの幅方向の断面の模式図であるが、幅方向での層の厚さの乱れ
があり、厚さの均一性に劣るものとなっている。
【符号の説明】
【００７６】
　１：多層シート製造装置
　２：樹脂導入ユニット
　３：スリットユニット
　４：樹脂拡張ユニット
　５：Ｔダイ
　６、６Ａ、６Ｂ：樹脂取り入れ口
　７Ａ、７Ｂ：樹脂流路
　８Ａ、８Ｂ：スリット流路
　９：並列部
　１０Ａ、１０Ｂ：樹脂導入口
　１１：樹脂導出口
　１２：樹脂流路
　１３：樹脂導入部
　１４：樹脂導出部
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